
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　本市の「生涯学習振興の拠点施設」として重要
な社会教育施設であり、引き続き市域全体で取り
組む生涯学習振興施策の展開や生涯学習活動の場
とし利活用する。さらに施設の利用目的に沿う団
体等の利用拡大を図るため、利用促進のためのPR
等を指定管理者と協議していく。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

市域全体で活動している多くの社会教育団体やサークルの活動や交流の場として活用されており、本市
の生涯学習活動の振興に寄与している。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 指定管理者により効率的に良好な管理運営を行っている。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他

事
業
コ
ス
ト

平成23年４月からの公民館からコミュニティセンターへの移行に伴い、当公民館は、本市が今後も生涯
学習活動を推進していくための、シンボル的な施設であり、「射水市生涯学習振興指針」に基づき、市
域全体で取り組む生涯学習振興施策の事業展開や交流の拠点として活用されている。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 7,034 6,861 6,861 7,511

（ 当初予算額  ） 7,034

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

7,029 6,861

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 7,034 6,861 6,861 7,511

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

利用者数ついては、平成28年度の対前年比は71％であるが、減の要因は平成27年度まで中央公民館で実
施していた本市の確定申告相談会が本庁舎での実施に変更になったこと、さらに全国豊かな海づくり大
会関連の利用があったこと等が影響していると思われ、本質的な大きな利用者減ではないと推測でき
る。

H28実績 H29見込 指　標　名

日 347 348 347 347 開館日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

社会教育団体の活動やサークル活動等への場の提供（貸館事業）

H28実績 H29見込 指　標　名

人 18,557 19,128 13,605 14,000 利用者数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市全体で取り組む生涯学習振興施策の事業展開や市民の交流の場とし、さらに市域全体で活動している
多くの社会教育団体やサークルの活動の場としても有効活用し、生涯学習の拠点施設とする。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 2 章 みんなが学び豊かな心を育むまちづくり ○ 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 社会教育法第21条

実 施
方 法
(H28)

生涯学習活動の推進

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６３７

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

701 予算事業名 ( 社会教育施設管理運営費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 1 部 豊かな心を育み誰もが輝くまち

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目社会教育施設費

事業№ 事務事業名 中央公民館管理運営費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

10 款 教育費 5 項 社会教育費 1

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 県補助( ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

国補助( ％ )

算 定 方 法

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 件 件 件

事業費補助 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６３７

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

701 予算事業名 (社会教育施設管理運営費

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目社会教育施設費

事業№ 事務事業名 中央公民館管理運営費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

10 款教育費 5 項社会教育費 1

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

施設管理運営事業

10 款 教育費 5 項 社会教育費 1

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 生涯学習センター運営費
担
当
部
署

年度分 ）

)

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目社会教育施設費

電話 ５１－６６３７

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 28

703 予算事業名 ( 社会教育施設管理運営費）

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 1 部 豊かな心を育み誰もが輝くまち 実 施
方 法
(H28)

○

生涯学習活動の推進 ○

年度 終 了 年 度 ―

小杉勤労青少年ホーム利用者数（平成27年
度末廃止）

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 2 章 みんなが学び豊かな心を育むまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 射水市生涯学習センター条例

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

市内に住所を有する者。ただし、センターの運営に支障がないと認めるときは、この限りでない。

意
図
施 設 の
設 置 目 的

「働く婦人の家」及び「小杉勤労青少年ホーム」は少子高齢化や核家族の進展など社会構造が大きく変化したこ
とに伴い、本来の設置意義が薄れてきたため、両施設を統廃合し、平成28年4月から新たに市民ニーズに合致した
あらゆる年齢層の市民誰もが自由・平等に利用できる「生涯学習センター」を設置した。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

・社会教育団体の活動やサークル活動等への場の提供（貸館事業）

H28実績 H29見込 指　標　名

人 5,413 5,488 11,138 12,000
婦人の家利用者数（平成28年度からは生涯
学習センター）

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

人 8,057 8,557 ― ―

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

日 － － 347 347 会館日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

9,000
※平成26年度及び平成27年度の事業コスト
は、働く婦人の家及び小杉勤労青少年ホー
ムの合計額
※平成28年度予算額と決算額の差額の要因
（△1,097千円）
・指定管理から業務委託へ移行したことに
より、法人税が非課税となったため。
・賃金について、委託業務への移行により
業務量増を想定していたが、スムーズに対
応できたためなど。

（ 当初予算額  ） 13,470

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

14,177 9,548

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 13,433 14,020 7,466 7,843

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 37 25 985 1,157

事
業
コ
ス
ト

市民誰もが自由かつ平等に利用でき、スポーツ・レクレーション活動や市民の交流活動など、生涯学習
の場として必要な施設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 13,470 14,045 8,451

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

地域における市民が自由かつ平等に利用できる生涯学習活動や市民交流の場として重要な役割を担って
いる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 今後、運営の安定化が図られれば指定管理者制度への移行も検討する必要がある。

やり方改善

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止
　市民の学習意欲の高まりと共に学習ニーズが多
様化・高度化する中、市民が自由に活動できる社
会教育施設としての役割を担っている。
　なお、今後、小杉社会福祉会館について、平成
32年度までに福祉拠点施設として大規模改修を行
う予定である。その際には、周辺施設の機能を集
合・複合化を図るため、生涯学習センターの機能
を移行させる予定であることから、指定管理者制
度への移行も検討課題となる。○



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

施設管理運営事業

10 款教育費 5 項社会教育費 1

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 生涯学習センター運営費
担
当
部
署

年度分）

)

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目社会教育施設費

電話 ５１－６６３７

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

703 予算事業名 (社会教育施設管理運営費）

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ×

事業継続に
よ る 影 響

有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性

性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

定 額

事業費補助 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等

算 定 方 法

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 件 件 件

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

国補助( ％ )

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 県補助( ％

H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

千円 その他

(　 )

団体

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

○ 規模縮小

○

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　「射水市公共施設等総合管理計画」において、
射水市図書館を将来的に２館体制（１本館、１分
館）とすることとしている。図書館数減少による
機能低下や地域カバー率の低下を少しでも解消す
るため、単純に閉館施設分の予算を削るのではな
く、２館体制でやっていくための運営予算や活動
推進予算の見直しをする必要がある。

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

高齢化が加速する中、市民の学習ニーズは更に多様化してくると考えられ、これを支える生涯学習施設
としての公立図書館は、今後ますます学習活動を支える重要な施設となってくる。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

窓口対応の外部委託を行う場合、レファレンス対応が図書館の重要な役割であり、郷土資料等の知識を
有した司書職員が対応できないと、サービス低下だけでなく、図書館としての機能低下にもつながる。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債 30,700

そ の 他 193 195 189 176

事
業
コ
ス
ト

公共図書館は、過去から現在までの特に当該地域に関する情報を収集、蓄積、整理し、必要に応じて即
座に取り出せるよう管理する施設、一般流通しない専門書や地域に関する自費出版物等を所蔵する。こ
れらの役割は利益を優先する書店では担うことができない。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 59,004 60,907 82,816 55,678

平成28年度において、平成27年度に廃止し
た大島図書館の解体工事を実施した。
（32,400千円）

（ 当初予算額  ） 59,583

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

64,067 85,273

うち臨時職員人件費 25,137 24,951 21,692

財
源
内
訳
一 般 財 源 58,811 60,712 51,927 55,502

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

冊 415,412 386,936 389,692 390,000 蔵書冊数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

・各種委託契約等による適切な施設管理を行い、利用者に充実した生涯学習の場を提供する。
・司書等有資格者の雇用を行う等のスタッフの配置を行い、生涯学習施設としての充実を図る。
・資料別収集方針、除籍要綱に基づく蔵書管理を行い、適切な書架の配置を行う。

H28実績 H29見込 指　標　名

回 1.30 1.40 1.30 1.30 貸出回転率（貸出冊数/蔵書冊数）
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市民に直結した生涯学習の拠点として、充実した施設の維持管理及びサービスの提供を行う。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 2 章 みんなが学び豊かな心を育むまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 図書館法

実 施
方 法
(H28)

生涯学習活動の推進 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６３７

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

713 予算事業名 ( 図書館管理運営費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 1 部 豊かな心を育み誰もが輝くまち

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目図書館費

事業№ 事務事業名 図書館管理運営費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

10 款 教育費 5 項 社会教育費 5

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 県補助( ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

国補助( ％ )

算 定 方 法

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 件 件 件

事業費補助 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
個 人

定 率

その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ×

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６３７

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

713 予算事業名 (図書館管理運営費

部名 教育委員会

課名 生涯学習・スポーツ課

目図書館費

事業№ 事務事業名 図書館管理運営費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

10 款教育費 5 項社会教育費 5

平成 29 年度（ 平成 28
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